
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 し
■′
e ′4リ

1 事業実施の方針
令和 6年度は、法人設立から8年 目を迎え、障害者総合支援法に基づく事業に取り組んだ。
練馬区三原台のたしざん福祉作業所は、高齢化と重症化の傾向が作業所の利用者にも顕著にみら
れるようになってきた事から、4月 に多機能型生活介護事業「たしざん生活実習所」を開設した。
就労支援事業は、従来の米粉パンや無農薬野菜の販売に加え、大泉学園駅前作業所併設のカフェ
に力を入れた事もあり、課題であった工賃向上について20,000円台に推し進める事ができた。。
就農事業である「ノウフクたしざん」は、練馬区西大泉の畑での自然栽培に加え、隣地の農家か
らの耕作依頼や近隣の新座市池田の遊休地利用など、新たな農地確保にも道筋をつけた。
共同生活援助事業は大泉学園駅前に第 4のユニットを確保し、作業所や生活実習所と併せて利用
する入居者を増やす事ができた。引き続き近隣のアパー トを確保して令和 7年 5月 からサテライ ト
を開所できるよう、準備を進めた。。
特定計画相談事業は作業所の利用者だけでなく障害児分野の利用者も引き受ける事ができ、小規
模ではあるが、基盤づくりができた。
本部としては、税理士の指導の下、法人経営について一層の透明性を確保すると共に東京都や練
馬区など関係機関への変更届、補助金や民間団体助成金の申請・報告をサポートする体制を整えた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【131,763】 千円 )
足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千
円)

障害者総合
支援法に基
づ く障害福
祉サー ビス
事業

たしざん福祉作業所
就労支援事業
パンや野菜の販売、カフェ

週 5日
練馬区
東大泉

20人
練馬区住
人
障害者

2,369人 69,217

たしざん生活実習所
生活介護事業

週 5日
練馬区
東大泉

10人
練馬区住
人
障害者

10人 7,100

たしざんグループホーム
共同生活援助事業 週 7日

練馬区
・貫井
・桜台
。江古田
・大泉

22人
練馬区住
人
障害者

22人 53,491

就農を支援
する事業

たしざん福祉作業所の施
設外就労として実施する。
野菜販売、水耕栽培

週 5日
練馬区
三原台
西大泉

10人
練馬区
住人
障害者

600人 1,572

障害者総合
支援法に基
づく一般相
談支援事業

共同生活援助事業及び地
域移行に関わる相談事業
の準備活動

随時
練馬区
東大泉

0人 0

障害者総合
支援法に基
づく特定相
談支援事業

特定相談支援事業運営 週 2日
練馬区
東大泉

1人

障害者で
相談支援
を受ける
もの及び
その家族

11人 211

児童福祉法
に基づく障
害児相談支
援事業

障害児相談支援事業運営 随時
練馬区
東大泉

1人

障害児で
相談支援
を受ける
もの及び
その家族

9人 172

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0】 千円)



活 動 計 算 書

特定非営利活動法人 たしざん
[税込](単位 :円 )

自 令和6年 4月 1日  至 令和7年 3月 31日
【経常収益】       ~  ~
【受取会費】
正会員受取会費
受取入会金

【受取助成金等】
受取助成金

受取補助金

訓練等給付費収入

利用者負担金収入

特定費用収入

計画相談支援給付費収入

【事業収益】
障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業
就農を支援する事業
【その他収益】
受取 利息
雑 収 益
経常収益 計

I経常費用】
【事業費】
(人件費)
給料 手当(事業)
賞   与(事業)
法定福利費(事業)
通 勤 費(事業)
福利厚生費(事業)
人件費計
(その他経費)

売上 原価
業務委託費

旅費交通費 (事業)

車 両 費 (事業)
通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)
修 繕 費 (事業)
水道光熱費 (事業)

地代 家賃 (事業)
減価償却費 (事業)

保 険 料 (事業)
諸 会 費 (事業)
租税 公課 (事業)
研 修 費
支払手数料 (事業)

衛 生 費 (事業)
広告宣伝費 (事業)

雑   費 (事業)
その他経費計

事業費 計
【管理費】
(人件費)
人件費計
(その他経費)
旅費交通費
通信運搬費
消耗品 費
広告宣伝費
接待交際費

381,730

18,986,548

114,833,499

10,374,942

3,057,568

768,450

45,000

6,000 51,000

148,402,737

5,727,304

55,867

4,952,580

774,724

8,819

47,048

154,236,908

59,621,081

4,550,734

5,346,013

1,124,718

10,644

70,653,190

15,811,758

654,068

14,417

597,922

743,235

1,806,842

225,720

3,590,027

32,049,850

2,836,458

427,890

45,000

2,950

8,480

2,212,987

7,642

71,651

3,550

61,110,447

131,763,637

0

7,648

42,738

329,471

749,562

63,890



活 動 計 算 書

特定非営利活動法人 たしざん
[税込](単位 :円 )

自 令和6年 4月 1日  至 令和7年 3月 31日
新開図書費

保 険 料
諸 会 費
リース 料
租税 公課
支払手数料

雑   費
その他経費計

管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計
【経常外費用】
雑 損 失
経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

4,400

79,000

7,100

300,960

23,550

797,073

24,600

2,429,992

2,429,992

465 413

134,193,629

20,043,279

0

1,465,413

18,577,866

18,577,866

25,253,268

_:口:.:」I≦:こ:≦:::当IL:Lユ:L=



貸 借 対 照 表
特定非営利活動法人 たしざん
全事業所

[税込](単位 :円 )

令和7年 3月 31日 現在
――――てr蔵ら爾

【流動資産】
(現金・預金 )

現   金
小日 現金
普通 預金
現金・預金 計

(売上債権 )

売 掛 金
売上債権 計

(棚卸資産)

原 材 料
棚卸資産 計
(その他流動資産)

前払 費用
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)

建   物
構 築 物
車両運搬具

機械及び装置

什器 備品
有形固定資産 計
(投資その他の資産)

差入保証金

敷   金
出 資 金
預 託 金
長期前払費用

投資その他の資産 計
固定資産合計

資産合計

88,624

246,369

22,299,830

22,634,823

27,825

27,825

198 495

198,495

62,380

62 380

20,510,196

723,272

123,827

1,328,969

_.三 :■1.22L.L:墾 :と¨
25,795,384

____型 LttL
8, 474,330

《負債の部》

604,768

330,979

2,540

2,193,600

473,000

57Ц191.237

13,362,103

43 831 134

22,923,523

34,269,714

負債】流動

未 払 金
預 り 金

仮 受 金
流動負債合計

【固定負債】

長期未払金

預り 敷金

役員借入金

固定負債合計

負債合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

9 757 216

938,287

12 423 816

《正味財産の部》

25,253,268
18,577,866

==≦鯉墨墾二



財務諸表の注記
特定非営利活動法人 たしざん 令和7年 3月 31日 現在

【重要な会計方針】
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よっています。

(1).棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2).固定資産の減価償却の方法
建物及び建物附属設備は定額法、機械装置の減価償却は定率法によっています。

(3).引 当金の計上基準
退職給付引当金及びその他引当金は計上しておりません。

(4).施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

(5).ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供の金額を客観的に算定できる場合には、活動計算書に計上しています。

(6).消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

【事業費の内訳】
の ま で 〔税込](単位 :口 )

【施設の提供等の物的サービスの受入の内訳】
令和6年度は施設の提供等の物的サービスの受入はございませんでした。

の

29,505,893

2,907,425

2,923,326

583,918

10,644

5,315,689

510,000

650,417

30,920

24,529,499

1,133,309

1,772,270

489,210

270,000

20,670

59,621,081

4,550,734

5,346,013

1,124,718

10,644

35,931,206 6,507,026 27,924,288 290,670 70.653,190

14,417

597,262

403,552

635,655

110,220

1,244,140

16,355,610

2,601,383

297,400

45,000

2,750

8,480

998,499

7,642

57,541

3,000

4,390,016

25,676

5,976

514,722

25,933

46,642

164,601

6,872,423

12,850

3,600

6,236

333,757

1,139,018

115,500

2,345,887

15,694,240

113,927

130,490

3,831,480

6,864

654,068

1,187,488

200

14,110

61,656

27,000

660

2,326

164,601

8,227,472

7,419,685

654,068

14,417

597,922

743,235

1,806,842

225,720

3,590,027

32,049,850

2,836,458

427,890

45,000

2,950

8,480

2,212,987

7,642

71,651

3,550

27,798,243 598,273 7,059,710 25,567,029 92,192 61,110,447

63.729.449 7.100,299 7.059,710 53.491.317 382,862 131,763,637

(人件費)

給料 手当(事業)
賞   与 (事業)
法定福利費 (事業)

通 勤 費 (事業)
福利厚生費 (事業)

人件費計

(その他経費)

仕 入 高
給食材料費
当期製品製造原価

業務委託費

旅費交通費 (事業)

車 両 費 (事業)
通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)
修 繕 費 (事業)
水道光熱費 (事業)

地代 家賃 (事業)
減価償却費 (事業)

保 険 料 (事業)
諸 会 費 (事業)
租税 公課 (事業)
研 修 費
支払手数料 (事業)

衛 生 費 (事業)
広告宣伝費 (事業)

雑   費 (事業)
その他経費計

合計

【活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳】

科 目 作業所 就 労 共同生活援助 合計1 計画相談



令和6年度は客観的に算定可能なボランティアによる役務の提供はございませんでした。

【使途等が制約された寄付等の内訳】
令和6年度は使途等が制約された寄附金等はございませんでした。

【 産 の

の [在込,(単位 1円 )

【役員及びその近親者との取引の内容】
〔税込](単位 ,円 )

【その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項】
・ 事業費と管理費の按分方法
各事業の経費および事業費と管理費に共通する経費のうち、旅費交通費については従事割合に基づき

核分しています。
・ その他の事業に係る資産の状況
その他の事業は未実施のため、資産なし。

21,696,244

832,035

3

1,858,119

2,462,529 1,636,822

1 22,756,314

832,035

3

1,858,119

4,099,351

△ 2.246.118

△  108,763

0

△ 529,150
△ 1.083,917

20,510,196

723,272

3

1,328,969

3,015,434

26.848.980 2.696.892 29.545.822 ∠:ゝ  3.967.948 25.577.874

(有形固定資産 )

建   物
構 築 物
車両運搬具

機械及び装置

什器 備品
合計

12,584,723 692,493 △ 3,520,000 9,757,216

12.584.723 692.493 △ 3.520.000 9.757.216

役員借入金

合計

科 目 1  取得 減 少 1滅価償却累計額1期末帳簿価を

科 目 ド覇拒1内潤と
内、近親者
及び支配法

人等 との取
弓|

`答

借対昭寿ヽ

貸借対照表計

I g.zsz.zrcl s.7s7.2t6
| 9,7s7,2161 9,757,2t6



財 産 目 録
特定非営利活動法人 たしざん [税込](単位 :円 )

全事 令和7 3月 31日

【流動資産】
(現金・預金 )

現   金
パン

小 口 現金
大泉 (作業所

大泉 (GH

中村橋 (GH

桜台 (GH

江古田(GH
三原台 (作業所
三原台 (自販機
三原台 (実習所

本部

普通 預金
ゆうちょ銀行

西京信用金庫
三菱UFJ銀行

JAあおば

現金・預金 計

(売上債権 )

売 掛 金
エアレジ

売上債権 計

(棚卸資産)

原 材 料
棚卸資産 計
(その他流動資産)

前払 費用
HondaCars東 京中央 高野台店

その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】

(有形固定資産)

建   物
構 築 物
車両運搬具

機械及び装置

什器 備品
有形固定資産 計
(投資その他の資産)

差入保証金
NF第 2ビル (三原台作業所)
第 2千代田ビル (大泉作業所)
敷   金
Serena Latte榊アレップス(中村橋GH

さくらハウス1(桜台GH
セレス21(江古田GH

貸家 (大泉学園GH)

駐車場 (大泉学園駅前

出 資 金
預 託 金
長期前払費用

投資その他の資産 計
固定資産合計

資産合計

88,624

(88,624)

246,369

(4,540)

(13,538)

(26,596)

(24,480)

(13,065)

(19,552)

(73,195)

(46,584)

(24,819)

22,299,830

(1,578,533)

(26,514)

(20,616,484)

(78,299)

22,634,823

27,825

(27,825)

27,825

198,495

198,495

62,380

(62,380)

62,380

20,510,196

723,272

123,827

1,328,969

3 109 120

25,795,384

6,700,000

(2,200,000)

(4,500,000)

1,540,000

(462,000)

(400,000)

(448,000)

(200,000)

(30,000)

1,500

32,830

200,000

22,923,523

8,474,330

34,269,714

57,193,237



財 産 目 録
特定非営利活動法人 たしざん [税込](単位 :円 )

所

【流動負債】
未 払 金
ライフカー ド

利用者

預 り 金

所得税

住民税

仮 受 金

流動負債合計

【固定負債】
長期未払金

預り 敷金

中村橋

江古田

大泉学園

役員借入金

出光クレシ
・
ット腑

固定負債合計

負債合計

正味財産

,540)

2,193,600

473,000

(131,000)

(320,000)

(22,000)

9,757,216

(8,887,400)

(869,816)

31日

___豊 重を型L

43 831 134

7 3

の

604, 768
(267,4st)
(337,277)

330, 97e
(28r, 479)
(49, 500)

2,540

938,287

12,42 3,816



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前●彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は層所並
びにこれらの者についての前事彙年度における饉酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 たしざん

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1
理事 監事 "ar" )t)a 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月   日

月   日前田 典子

2
監事
シマサ
゛
キ カス・ヨ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日嶋崎 和代

3
監事
イカ
゛
ラシ トオル 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月   日

月 日五十嵐 透

4
監事

ミキ フミシ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日三本 文路

5
理事 監事

タカフシ・ ケイタ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日高藤 桂太

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年

年

月

月

日

日

■1   月   日

年  月  日

10 理事・監事
年  月  日

年1   月   日

年

年

月

月

日

日

理事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 たしざん

氏   名

1

嶋崎和代
 

2
五十嵐透

3
三木文路

4
小松真弓

5
相田厚子

6
梅田恵

7
平井園子

8
種村まなみ

9
吉川範子

10
志摩貞子

11

澤沼三枝

12
波瀬悠悟

13
北村明美




